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研究成果の概要（和文）：  本研究は健康格差の解消を目指し、Ⅰ）社会経済的地位と生活習慣（身体活動・食行動）
の関連を検討、Ⅱ）健康格差解消で注目されるヘルスリテラシー（以下、HL）と生活習慣の関連の検討、Ⅲ）HLに着目
した生活習慣改善を目的としたWeb版健康教育教材の開発を行った。
  その結果、1）社会経済的地位が低い層では身体活動量や野菜摂取行動が不十分な者が多いが、2）高HLの者は、社会
経済的地位とは独立して、身体活動および食行動が良好であることが明らかとなった。3）HLに着目し生活習慣改善のW
eb版教材は、社会経済的地位の低い層においてHLを向上させ、すべての社会経済的地位において食行動を有意に改善し
た。
 

研究成果の概要（英文）： In order to reduce health disparities among middle aged adults, the following 
three studies were conducted; I) to examine the relationship between socioeconomic position and physical 
activity or eating behaviors, II) to examine the relationship between health literacy and physical 
activity or eating vegetables, III) to develop internet-based intervention program focusing on health 
literacy for promoting eating vegetables and physical activity.
 As the results of these studies, the following findings were obtained, a) low socioeconomic position(<3 
million yen) showed significant lower levels of physical activity and eating vegetables than high 
socioeconomic position(>3 million yen), b) health literacy was positively and significantly related with 
physical activity and eating vegetables, c) the internet-based intervention program significantly 
promoted health literacy in low socioeconomic position and the volume of vegetable intake in all 
socioeconomic positions.

研究分野： 応用健康科学
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１．研究開始当初の背景 
健康日本 21（第二次）では、基本方針と

して健康格差の縮小が新たに加えられた。こ
の健康格差の背景には、社会経済的地位（世
帯年収や学歴）が関係していることが、我が
国の研究でも明らかにされている。しかし、
この社会経済的地位が直接的に健康格差をも
たらすのでなく、健康障害の発生に至る過程
における生活習慣や、生活習慣と関連のある
行動科学的要因を介しているものと考えられ
る（Kondo et al. 2009）。また最近、医療、
疾病予防、健康増進などに関わる健康行動の
決定要因の一つとして注目されているヘルス
リテラシー（中山和弘 2016）が社会経済的
地位から健康格差に至る過程においてどのよ
うに関係しているかについてはいまだ明らか
ではない。これらのことを明らかにすること
は健康格差の縮小を図る予防対策を考える上
で極めて重要と思われる。 
しかしながら、このような観点からの研究

は我が国ではほとんど実施されておらず、世
界的にも少ない。社会経済的地位に着目した
健康格差の縮小を図る地域集団戦略の開発に
おいては、このような観点での研究が極めて
重要と思われる。 
 

２．研究の目的 
(1) 研究Ⅰ：日本人中高年者を対象に、社会
経済的地位が身体活動および食行動とどのよ
うに関連しているかを明らかにすること。 
 
(2) 研究Ⅱ：日本人中高年者を対象に、ヘル
スリテラシーが社会経済的地位とは独立して
身体活動および食行動と関連するかについて
明らかにすること。 
 
(3) 研究Ⅲ：ヘルスリテラシーに着目して野
菜摂取行動の改善および身体活動量の増加を
目的としたインターネット用の健康教育教材
を開発し、その効果を検証すること 

 

３．研究の方法 
(1) 研究Ⅰ：インターネット調査会社に登録
した 30-59 歳のモニター8,284 名を対象に，
インターネットを用いた横断調査を実施した．
回収された 3,269 人のうち，統計解析に用い
る変数の回答項目に不備のあった者を除外し
た解析対象者数は身体活動をアウトカムとし
た場合には 3,132 人、食行動をアウトカムと
した場合には 3,137 人であった。 
主な調査項目は、社会経済的地位として世

帯年収（300 万円未満、300-700 万円、700
万円以上）、基本属性として最終卒業学校種
（中学・高校、専門・短大・高専、大学・大
学院）、就業状態（就業なし、就業あり）で
あった。また、身体活動量の評価は世界標準
化身体活動量質問紙（GPAQ）を用い、週当た
りの総身体活動時間、および仕事・移動・余
暇の各場面における 10 分以上継続した身体
活動の実施時間を把握した。食行動では、食 
 
 

 

事に気をつける行動、野菜摂取行動、朝食摂
取行動、朝食共食行動、夕食共食行動、栄養
成分表示活用行動、食卓での会話をそれぞれ
評価した． 
統計解析は、目的変数を身体活動もしくは

食行動、説明変数を社会経済的地位、調整変
数に基本属性を用いたロジスティック回帰分
析を行い、良好な身体活動（150 分以上/週）
および良好な食行動（肯定的回答）に対する
調整済みオッズ比とその 95%信頼区間を算出
した。 

 

(2) 研究Ⅱ：インターネット調査会社に登録
した 30-59 歳のモニター8,284 名を対象に，
インターネットを用いた横断調査を実施した．
回収された 3,269 人のうち，統計解析に用い
る変数の回答項目に不備のあった者を除外し
た解析対象者数は身体活動をアウトカムとし
た場合には 3,132 人、食行動をアウトカムと
した場合には 3,137 人であった。 
主な調査項目は、身体活動量、野菜摂取行

動、ヘルスリテラシーであった。ヘルスリテ
ラシーは、「あなたは，もし必要になったら，
病気や健康に関連した情報を自分自身で探し
たり利用したりすることができると思います
か」と問い，1）新聞，本，テレビ，インター
ネットなど，いろいろな情報源から情報を集
められる，2）たくさんある情報の中から，自
分の求める情報を選び出せる，3）情報がどの
程度信頼できるかを判断できる，4）情報を理
解し，人に伝えることができる，5）情報をも
とに健康改善のために計画や行動を決めるこ
とができる，の 5 つの項目に対して「全くそ
う思わない（1 点）」から「強くそう思う（5
点）」の 5 件法により回答を得た上で、5 項
目の平均得点を算出した。先行研究と同様に、
調査対象者のヘルスリテラシー得点の中央値
を算出し、中央値（3.8 点）以上を高ヘルス
リテラシー群、3.8 点未満を低ヘルスリテラ
シー群とした。また身体活動量の評価には、
世界標準化身体活動量質問紙（GPAQ）を用い、
週当たりの総身体活動の実施状況を把握し、
食行動では野菜摂取行動を評価した．  
 統計解析には、目的変数を身体活動もしく
は食行動、説明変数をヘルスリテラシー、調
整変数に社会経済的地位および基本属性を用
いたロジスティック回帰分析を行い、良好な
身体活動（150 分以上/週）および良好な食行
動（肯定的回答）に対する調整済みオッズ比
とその 95%信頼区間を算出した。 

 
(3) 研究Ⅲ：インターネット調査会社に登
録したモニターの中から研究対象者の採択基
準（30-59 歳，世帯収入 1,000 万円未満）を満
たす 8,564 人を無作為に抽出し，1,500 人から
同意が得られた時点で募集を停止した．介入前
に事前調査（T1）を実施し、その後に対象者を
介入群 900 人（世帯年収 300 万円未満が 450 人
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規定回数である

帯年収 300 万円未満群では
万円以上群では

介入終了直後の効果
ラシーについては
においてのみ、介入群で有意な向上が認めら
れ、群と時間の要因による
認められた。野菜摂取皿数につい
年収に関わらず、介入群においてのみ
改善が認められ、
な交互作用が認められた

については、介入群に有意な変化が認められ
ず、交互作用にも有意差
介入終了直後からの効果の維持を検証する

ために T2と T3 を比較したところ、

対するヘルスリテラシーの調整済みオッズ比
は、低ヘルスリテラシー群を
した場合、高ヘルスリテラシー群で

と良好であった
対しても、低ヘルスリテラシー群を

（参照）とした場合、高ヘルスリテラシ
1.31-1.89）と良好

本研究の成果より、ヘルスリテラシー
社会経済的地位に関わらず、

と関係しており、ヘルスリテラシー
が良好である者はこれらの行動も良好である

が明らかとなった。したがって、
リテラシーを向上させる健康教育プログラム
を開発することで、社会経済的地位が低い集
団においても身体活動や食行動などの

ることが可能と思われる。

インターネットプログラ
規定回数である 8 回以上閲覧した者は、

万円未満群では
万円以上群では 61.1％であった。

介入終了直後の効果検証では
ては、世帯年収
、介入群で有意な向上が認めら

時間の要因による有意な交互作用が
れた。野菜摂取皿数につい

、介入群においてのみ
が認められ、群と時間の要因による

な交互作用が認められた。しかし、身体活動

介入群に有意な変化が認められ
にも有意差は認められなかった。

介入終了直後からの効果の維持を検証する
を比較したところ、

対するヘルスリテラシーの調整済みオッズ比
は、低ヘルスリテラシー群を 1.00（参照）と
した場合、高ヘルスリテラシー群では

った。また、野菜摂
低ヘルスリテラシー群を

（参照）とした場合、高ヘルスリテラシ
と良好であった。

本研究の成果より、ヘルスリテラシー
社会経済的地位に関わらず、身体活動や

と関係しており、ヘルスリテラシー
が良好である者はこれらの行動も良好である

が明らかとなった。したがって、ヘルス
健康教育プログラム

を開発することで、社会経済的地位が低い集
団においても身体活動や食行動などの生活習

ることが可能と思われる。 

インターネットプログラムの閲
回以上閲覧した者は、

万円未満群では 56.9％、世帯年収
％であった。 

では、ヘルスリテ
世帯年収 300 万円未満群

、介入群で有意な向上が認めら
有意な交互作用が

れた。野菜摂取皿数については、世帯
、介入群においてのみ有意な

の要因による
。しかし、身体活動

介入群に有意な変化が認められ
は認められなかった。

介入終了直後からの効果の維持を検証する
を比較したところ、世帯年収

対するヘルスリテラシーの調整済みオッズ比
（参照）と

は 1.62
野菜摂

低ヘルスリテラシー群を
（参照）とした場合、高ヘルスリテラシ

であった。 
本研究の成果より、ヘルスリテラシーは、

身体活動や野菜
と関係しており、ヘルスリテラシー

が良好である者はこれらの行動も良好である
ヘルス

健康教育プログラム
を開発することで、社会経済的地位が低い集

生活習
 

ムの閲
回以上閲覧した者は、世

、世帯年収

ヘルスリテ
万円未満群

、介入群で有意な向上が認めら
有意な交互作用が

ては、世帯
有意な

の要因による有意
。しかし、身体活動

介入群に有意な変化が認められ
は認められなかった。 

介入終了直後からの効果の維持を検証する
世帯年収 



300 万円未満の群においては、介入直後のヘル
スリテラシーにおける効果が維持され、対照群
との間に有意に高い値が示された。野菜摂取皿
数については、世帯年収に関わらず有意な交互
作用は認められなかったが介入終了 3 か月後に
おいても介入群は高い値を示した。身体活動に
ついては、社会経済的地位にかかわらず両群間
に有意な差は認められなかった。 
 以上の結果より、本研究により開発したイン
ターネットプログラムは、社会経済的地位の低
い層対して、ヘルスリテラシーの向上をもたら
し、野菜摂取行動の改善をもたらす効果を有す
るものと思われる。しかしながら、本プログラ
ムの閲覧に関しては、規程回数に達した対象者
数は 6 割程度であったことから、プログラムに
対するコンプライアンスを高めるような改善が
必要と思われる。また、身体活動の行動変容に
つながるようなプログラム内容の改善が必要と
思われる。 
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